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３ EC経済の地盤沈下と市場統合
３．１ EC経済の構造的沈滞とその実相
関税同盟の完成に酔っていたEC経済に大きな転機が訪れる。１９７３年
秋から１９７４年初めにかけての第一次石油危機がそれである。石油輸出国
機構（Organization of Petroleum Exports Countries，以下OPEC）が
価格の決定権を掌握して１バーレル３ドルから１１．６５ドルへと４倍増に
引き上げた。先進資本主義国はこれによりエネルギーコストの支配権を
喪失して安価な石油の時代が終焉した。このエネルギーコストの急騰に
先駆けて１９７０年代の初めには完全雇用政策の行き過ぎから反転して賃金
爆発現象ともいうべき労働コストの高騰が生じていた。労働コストの異
例の上昇により資本分配率は悪化していたが，エネルギーコストの急騰
はそれに追い討ちをかけ，利潤の圧縮をなおさら増幅することになった。
１９７４／７５年不況がその現れであるが，それは高成長の基礎的条件が失
われたからである。供給サイドの困難から高成長は終焉を迎えた。その
なかでもエネルギーコストの支配権の喪失は決定的で資本主義は世界恐
慌以後この点で最もクリティカルな不況に直面することとなった。イン
フレーショナル・クライシスと呼ばれる生産コストの異常な上昇が悪性
的性格を帯びて現出する。スタグフレーションの罠ともいうべき隘路が
その帰結にほかならない。スミソニアン体制後の調整インフレ政策の実
施時にすでに財政金融引き締め政策に踏み切っていた西ドイツを例外と
してどの国もインフレと不況が並存するスタグフレーションという珍奇
な経済現象に見舞われた。
スタグフレーションは一言でいえば恐慌の代替現象である。生産コス
トの異常な上昇に企業側が物価の上昇に転嫁して利潤の圧縮を極力回避
しようとする反面，全面的に物価への転嫁でしのぐわけにはいかないと
いう事情が結局のところ利潤の圧縮を部分的にしか相殺できず，深刻な
ヨーロッパ経済統合の履歴（下）
１１０ （２７６）
不況が不可避となる。物価上昇と不況は同時進行するが，物価上昇は賃
金の購買力を目減りさせるから，賃金上昇が追いかけてくる。こうして，
スタグフレーション下で賃金と物価のインフレスパイラルが生じ，ヨー
ロッパでは既得権益の維持・獲得に戦闘性を示す労働組合が賃金ベース
アップの攻勢をかける――イタリアのスカラ・モビレやイギリスのス
レッシュホールド条項にみられる賃金のインデクセーション化――ので，
スタグフレーションの決定的構造化が導かれた。この点，日本は対照的
である。春闘において鉄鋼業の労働組合が「雇用第１，賃金ベースアッ
プの自粛」を掲げて賃金上昇抑制のペースメーカーとなることで賃金と
物価のインフレスパイラルを抑えることができた。
そして，日本経済は高成長過程において着実に進行していた省エネ，
省力化の技術革新が速やかに功を奏して生産コストの上昇を弾力的に吸
収する蓄積体制を構築することに成功する。それはいわゆるマイクロエ
レクトロニクス革命と呼ばれる新型技術革新の取り込みによる生産過程
のデジタル化とエネルギー節約的な産業構造への転換にほかならない。
省エネでエネルギー効率の高い加工組み立て産業がエネルギー浪費的な
鉄鋼，造船業に取って代わってリーディング産業となる。第一次石油危
機が最も深刻であった日本経済は克服すべき壁が高かったことをバネと
してかえってその壁の克服に努力を傾注した。日本経済ほど深刻でな
かったEC経済では企業側の努力が緩慢でスタグフレーションの罠に陥
り，そこから容易に脱却できぬまま産業構造の調整に立ち遅れることに
なった。
１９６０年代末にOECD報告において示されていたテクノロジー・ギャッ
プ・クライシス（technology-gap crisis）問題への対処が後手に回った
といわねばならない１０）。そのうえ，労働組合の戦闘性への妥協的姿勢と
も相俟って過剰雇用構造が温存されて生産コストの上昇を柔軟にかわす
蓄積体制の構築が不徹底に終始することになった。持続する円高のなか
千葉大学 経済研究 第２６巻第２号（２０１１年９月）
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で日本経済が競争力を失うどころか強化さえするのとは対照的に，EC
経済は蓄積条件の悪化に十分な対応力をみせられなかった。構造的スラ
ンプがその帰結である。
EC経済においてはこうして生産技術的合理化の緩慢な進行とマイク
ロコンピュータの自動制御化の不徹底が際立つことになった。スタグフ
レーションの罠のなかでもがくうちに蓄積条件の悪化を乗り越えるほど
のビジネス・コンフィデンスがついに盛り上がらなかったといってよい。
むしろ自国不況の打開に奔走するEC各国の経済的国家主義が強まって
域内貿易が低迷し，スタグフレーションの罠を免れた西ドイツ経済の輸
出不振が鮮明になるなかでEC経済の全般的不振が支配的となるに至っ
た。EC経済の製造業の「脱インダストリー」（産業の空洞化）傾向が顕
著となり，製品づくりも立ち行かなくなる事態が生じた。そのような時
に第二次石油危機が１９７０年代末から１９８０年代初めに新たな打撃となって
EC経済の停滞が構造化する。
生産過程のデジタル化に立ち遅れてしまったEC経済にとって再度の
エネルギーコストの上昇は蓄積条件のさらなる悪化をもたらして企業活
動を極端に萎縮させずにはおかなかった。これにより先端テクノロジー
の取り込みはなおも遅滞することになり，こうなるとECの需要者はEC
の企業側の努力を辛抱強く待つわけにはいかない。多品種少量生産体制
という名の新たな量産化がマイクロコンピュータの自動制御化の絶えざ
る進捗の下で日本経済を軸に工程革新が展開し，マイクロエレクトロニ
クス技術革新が切り開く新商品世界の製品革新が耐久消費財から資本財
にまでおよんで花開いていく。１９７９年に日本経済が「ジャパン・アズ・
ナンバーワン」と形容されたのはこうしたすさまじい工程革新，製品革
１０）W. Sandholz, High-tech Europe. The Politics of International Cooperation , Ber-
keley・Los Angels・Oxford１９９２, pp.７０―７３. ここでは半導体などの能動電子
部品やコンピュータの技術の立ち遅れが目立っていた。
ヨーロッパ経済統合の履歴（下）
１１２ （２７８）
新の進行を受けてのことであった。
ECの需要者は日本製品に飛びついた。機械産業が国際的にみてダン
トツの競争力を誇り，「お家芸」となった日本製品はずしをおこなう余
裕はもはやなくなった。カラーテレビ，ビデオ，自動車，半導体，
CNC工作機械といったメカトロニクスの多種多様な製品がEC経済を席
捲する。それゆえ，日本・EC間貿易摩擦問題が極めて深刻になる。す
なわち，第二次石油危機により同じような不況圧力を受けるなかで日本
経済は外需（輸出）を牽引力としながらその収縮圧力をはね返し，相対
的な高成長を実現するのである。EC経済側に日本経済の輸出攻勢を受
けているといった被害者意識が生じて当然である。先進資本主義国間で
不況圧力の転嫁関係が生まれているといってよい。それが貿易摩擦問題
なのである。
しかし，これは事柄の半面でしかない。EC企業側にECの需要者を満
足させる生産体制ができていないために日本製品に向かっているという
のも事実なのである。石油危機後に産業構造の調整に失敗し，スタグフ
レーションの決定的構造化を招くような経済政策の運営をおこなってき
たつけが巨大な輸入浸透（import penetration）として表面化している
事態を直視する必要がある。もし仮に貿易摩擦問題を理由に日本製品を
締め出せば日本製品の価格がEC経済において上昇し，需要者の利害を
損なうことになろう。つまり，日本経済はEC経済の供給不足を補って
いるわけである。貿易摩擦問題が一筋縄ではいかない一端がここにはあ
る。
しかしこのような一義的には規定し難い側面があるにもかかわらず，
輸入浸透の圧力がEC企業を一層萎縮させることは確実である。EC経済
にさらなる「脱インダストリー」への圧迫が加わったことは間違いない。
EC経済の地盤沈下は容易に打開できない構造性を帯び，ユーロペシミ
ズムの閉塞感がEC経済全体を覆うようになる。こうして，EC経済は世
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界資本主義の副軸としての復権から一転して構造的な歴史的衰退に直面
することになった。さすがにEC各国もこの時にはスタグフレーション
の決定的構造化の難点を自覚してインフレ退治へと政策運営の舵を切る
ことになり，緊縮的な財政金融政策に踏み切るから，ECの産業政策も
構造的不況業種への補助金支出といった後ろ向きの方向に甘んじるわけ
にはいかない。そこでようやく過剰雇用構造に大胆なメスを入れること
になるから失業が急増する。大量失業の局面が始まる。
大量失業問題が構造化する局面に突入するのが１９８０年代前半のことで
あった。もうひとつ，輸入浸透圧力を強く受けるせいで設備投資の落ち
込みも加速する。これは設備投資不足（an investment gap）といわれ
る。EC経済においては雇用危機（the crisis in employment）と設備投
資の不振（depressed investment）が同時進行する１１）。１９８０年代という
時期は工業製品については日米貿易摩擦問題と日本・EC貿易摩擦問題
が深刻となり，日本経済によりアメリカ経済，EC経済が圧倒される一
方，農産物ではアメリカとECが貿易摩擦を繰り広げるという異例の局
面であったが，EC経済は農業国として有力になるなかでハイテク部門
の比較劣位を際立たせていくのである。
むろん，この時期にEC経済に輸入浸透したのは日本経済だけではな
い。１９８０年代後半に入ると東アジアNIESが加わってくる。東アジア
NIESは重厚長大産業から軽薄短小産業へ動態的な比較優位を高めてEC
市場に進出する。すなわち，EC経済は第二次石油危機後の構造的沈滞
のなかで日本経済をトータルリーダーとする東アジア経済の輸入浸透圧
力に見舞われるのである。１９９０年代中葉にアメリカ経済が再生して環太
１１）Commission of European Communities, Employment in Europe , Luxembourg
１９８９, pp.７,５１. EC委員会の見解では１９８５年までの設備投資不振の１０年が雇用
危機の原因であるとされている。１９８０年代前半にそうしたメカニズムが増幅
されたことはほとんど疑う余地がない。
ヨーロッパ経済統合の履歴（下）
１１４ （２８０）
平洋経済圏のトータルリーダーとして経済再編の軸になるが，１９８０年代
においては生産のデジタル化に速やかに適応しえた日本経済，次いで日
本経済にキャッチ・アップする勢いをみせた東アジアNIESの存在感は
圧巻であったといってよい。
EC経済はこれに対して半導体産業の得意分野への棲み分け――フィ
リップスのSRAM，ジーメンスのDRAM，SGS・トムソンのEPROMと
いった具合――にみられるようにこの当時半導体技術の練磨・向上のテ
クノロジー・ドライバーであるといわれたDRAMに絞り込んで競争を
展開させるような構造にはなっていなかった。電卓部門のような厳しい
価格・品質要求を出してくる大口需要家にも欠けていた。これではデジ
タルICの発展は望めない。半導体は今日的テクノロジーの「産業のコ
メ」といわれる重要な生産要素であるだけに，EC半導体産業のこのよ
うな動向はEC経済全体の閉塞状況を象徴していた。
先行者利益が決定的なところでのこうした技術格差の開きはEC経済
の発展にとって致命的な制約をなしたと判断される。EC経済全体が競
争的成長市場を形成しようとする動きに欠けている点は重大である。む
しろ半導体産業にみられるように，競合回避的な棲み分けが選択されて
いるかぎり，産業政策が後ろ向きの補助金支出政策から脱却して先端産
業育成策に転じたところで肝心の受け皿がない以上経済発展は望むべく
もない。東アジアNIESから激しい追い上げをくらうのも当然である。
日本経済をも含めて東アジア経済の成長性から取り残されてしまうのは
その結果であった。１９８０年代にはこうしてヨーロッパ問題が屈折して東
アジア経済に対する対抗が経済統合の歴史的位相になるのである。この
時期アメリカ経済の製造業の不振は持続していたから，EC経済にとっ
てさほどの脅威ではありえない。脅威となってきたのは東アジア経済で
あった。生産過程のデジタル化が生産の現場に特定されているかぎりで，
東アジア経済の比較優位は明瞭であった。
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EC経済の歴史的復権は新たな問題局面に差しかかったのである。以
上のようなEC経済のジリ貧状態を打開するための選択肢はどこにある
のかが鋭く問われてくるに至った。そこで登場するのが市場統合である。
経済統合の段階を１段引き上げて世界最大の市場を実現することにより
関税同盟段階において支配的であったナショナル・チャンピオン構造の
ぬるま湯的な状況から脱却して真の意味においてナショナル・チャンピ
オンがEC規模での熾烈な競争を展開する刺激とショックが必要とされ
たわけである。市場統合はその意味において競争を展開しなければ市場
から淘汰されてもやむをえないとの供給サイドに立つ経済的ショック療
法であるが，他方ではショック一辺倒ではなく世界最大の市場規模とい
う刺激が随伴している。この二重の意味合いにおいて市場統合がEC経
済の構造的沈滞を抜け出す切り札として行使される展開となってきた。
つまり，市場統合はEC経済が順調に発展しているからその発展の連
続として打ち出されたのではなく，EC経済の歴史的な地盤沈下という
深い谷間に陥ってそこからなかなか這い上がることができないという問
題状況になって初めて選択されたことになる。EC経済の持続的な行き
詰まりのなかでスペードのエース的位置づけを与えられたといってよい。
何に対しての地盤沈下と意識されたかというと東アジア経済の成長性で
ある。市場統合はそれへの対抗として現実の日程にのぼることになった。
すなわち，つい２０年ぐらい前まではEEC域内貿易が最大のルートにな
り，EEC（EC）経済が世界資本主義の機関車国であった。そのあっと
いう間の暗転が関税同盟に変わる市場統合という経済統合を呼び起こし
たのである。EC経済のこのような急激な暗転を把握することなしに市
場統合の登場を理解することはできない。激変只中にあるEC経済が置
かれた苦境こそ市場統合の産みの親であったといわなければならない。
これが経済統合史における第５波である。
ヨーロッパ経済統合の履歴（下）
１１６ （２８２）
３．２ EC経済の再復権と市場統合の論理
市場統合の論理とは何か。それについてEC委員会が公表した『１９９２
年の経済学』（エマーソン報告）を参照しながら説いていこう１２）。そこ
でまず市場統合の基本的ねらいとされているのは非関税障壁（Non-Tar-
iff Barriers，以下NTBと略記）の撤廃である。関税同盟の漸次的完成に
伴う域内関税の撤廃により「共同市場」が形成されたが，括弧つきの共
同市場であるのはNTBがEC各国の国民的枠組みをがっちり維持して実
質的に各国企業の国境を越えた競争構造が遮断され，ナショナル・チャ
ンピオン構造が温存されているからである。括弧つきの共同市場であれ，
その論理がもたらす帰結はヨーロッパ・チャンピオンであるはずである。
しかし，NTBがその形成の阻害要因となっているわけである。
NTBの撤廃が意味するのはその点で単一市場の形成下において真の
ヨーロッパ企業（truly European companies）への成長脱皮を促すこと
にほかならない。ここでは文字どおりの共同市場が成立し，EC経済が
全般的に競争的な成長市場に変わっていくことがねらいとされているの
である。ナショナル・チャンピオンどうしの熾烈な競争が想定されてい
る。これはこれまでの関税同盟段階では実現されえなかった事態である。
それゆえ，まず指摘されねばならないのはこの基本的なねらいである。
NTBの撤廃が新たな市場ダイナミズム（a new market dynamism）を
生み出す認識を企業に与えることになるはずである１３）。
そこでそのねらいのために３つのNTBの撤廃が構想されている。第
１２）ここで参照するのは以下の箇所である。M. Emerson, M. Aujean, M. Catinet,
P. Goybet, A. Jaquemin, The Economics of １９９２. The E.C. Commission’s Assess-
ment of the Economic Effects of Completing the Internal Market , Oxford, New
York, Toronto１９８８, pp.２―８,４０―４２,４８―５１,５７―６４,７５―８３,１２３―１３４,１５６―１５７,１６４,
１７４,１８５―１８６.
１３）P. Holms, Non-Tariff Barriers, in G. Mckenzie and A.J. Venables（eds.）, The
Economics of the Single European Act , Basingstoke１９９１, p.４７.
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１に，物理的な障壁の撤廃である。これは税関手続きの廃止を示すもの
で物流の動きが一挙に進行する。かつては国境の煩瑣な税関手続きによ
りトラック等が延々と列をなしているのが常態化していた。この渋滞が
もたらす物流への弊害は際立っていた。この弊害を取り除いてモノや
サービスの移動を完全に自由化しようというのである。GDPの押し上
げ効果はさしたるものではないとされているが，一種の物流革新を生み
出すことでその波及効果には看過しえない動態的側面があるとしなけれ
ばならない。
第２に，技術的障壁の撤廃であり，市場分断（market fragmentation;
market segmentation）の克服が最大の眼目である。EC経済において
１９７０年代に際立つことになったのは技術的障壁を基礎にした非関税保護
の強化と補助金支出の結合の脅威であった１４）。このカテゴリーに属する
のは４つあるとされている。製品規格の相互承認，公共調達の自由
な算入，資本移動の完全な自由化，金融・運輸・新技術関連サービ
スの自由化の４つである。
は製品の工業規格が各国的な枠組みにとどまっているかぎり，製品
の自由な移動は生じず，市場分断効果が実質的に働いて単一市場の形成
には到底つながらない。したがって，工業製品の規格統一が最も望まし
いのが当然としても，それが困難な現状では次善の策として相互承認の
かたちをとり，この面から域内市場の分断を取り除くことが目指された。
エレクトロニクス産業など先端的なテクノロジーを取り込んだ産業にお
いてこの弊害が目立つとされていた１５）。この点で比較劣位にあるEC経
済ではの実現は喫緊の課題なのである。この需要成長性が高い分野に
１４）V.C. Price, Competition and industrial policies with emphasis on industrial
policy, in A.M. El-Agraa（ed.）, Economics of the European Community , Third
Edition, New York, London, Toronto, Sydney, Tokyo, Singapore１９９０, p.１６９.
１５）P.A. Geroski,１９９２and European Industrial Structure, in G. Mckenzie and A.
J. Venables（eds.）, The Single European Act , Basingstoke１９９１, p.１３
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おける競争構造が求められているからにほかならない。
はナショナル・チャンピオン優遇措置の廃止を意味する。これまで
の公共調達の場合には暗々裡に自国のナショナル・チャンピオンへと自
動的に受注するという慣行が出来上がっていた。それを競争入札に変え
ようというのである。公共調達の規模はEC経済のGDPのおよそ１５％を
占めるのでその影響ははなはだ大きい。これを自由な企業の参入という
方式に改めてこれまでのみえざる参入障壁を取っ払うというのがの趣
旨である。が実現すれば競争圧力効果が大きく働き，経済発展への寄
与度は予想外に高いものとなろう。はEC経済が競争構造に生まれ変
わることを象徴することになるといってよい。
は全体としてのNTBの撤廃がもたらす競争圧力により企業が相当
程度の自助努力をしなければ市場からの撤退を余儀なくされるのもやむ
なしとの判断に立っているから企業の自助努力に向けて金融面から大規
模な資金調達を可能にして企業の設備投資意欲を掻き立てて支えていか
ねばならず，そのためには資本移動の域内自由化は避けられないのであ
る。EC経済では実際に１９９０年７月にこの完全自由化が実現するが，こ
れは通貨統合の第１段階と呼ばれている。したがって，は通貨統合の
スケジュールと重なり合っている。が円滑に実現すれば，当然のこと
として長期金利が低下する。これはこれで資金調達コストを押し下げて
設備投資競争を誘発することになる。その点でのメリットは計り知れな
いといわねばならない。
は各種サービスの自由化を進展させることで物流，資金面での支え，
マイクロエレクトロニクス技術革新から派生する新型サービスの域内移
動を活性化させることでEC経済の実物経済の発展を補完的に助長させ
るねらいである。むろん，サービス経済化が進展することは間違いない
が，ここでは製品生産体制づくりの手助けが企図されている。サービス
経済の発展は製造業の没落を意味するのではないとの関係性が認識され
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ているといってよい。物流革新や金融革新による実物経済の活性化が目
指されている。
第３に，財政的障壁の撤廃である。これが意味するのは付加価値税の
各国調整による一定幅へのフラット化である。この具体的な効果は価格
収斂である。消費税のバラツキをならして各国物価を一定範囲に留め置
けば，競争効果が働くことになろう。この効果への期待度は小さくな
かったが，困難な問題が付きまとう。徴税は財政主権の問題であるから，
その放棄には容易に至らない。EC経済が基本にしている国家連合プラ
グマティズムに照らしてみても，財政主権の委譲は簡単ではありえない。
したがって，この課題は今もって先送りされている状態である。現在で
はこれに取って代わっているのがユーロ建て価格表示である。ユーロで
価格表示されれば価格収斂への競争効果は働く。ユーロの通貨統合があ
る種この難問を相殺する関係に立っているが，それにしても市場統合の
論理からすれば未解決の問題が残されていることになる。
以上，市場統合の３本柱のうち１つでは解決を迫られる課題として繰
り延べされているものの，残る２本柱については基本的解決をみたと
いってよく，EC経済の競争構造は市場統合の論理からすれば実現する
はずである。ここで「実現するはず」という表現をしているのは，市場
統合からおよそ２０年を経てもEC（EU）経済に目立った経済活性化効果
は働いておらず，その意味で留保を付さねばならないからである。この
点は実は次に述べる経済効果にはね返ってくる。
そこで次に市場統合の論理から導かれる具体的な経済効果について検
討しよう。これに関しては３点が挙げられる。
第１に指摘されるのは企業の操業規模の拡大である。そうなればこの
市場規模を背景にして規模の経済（economies of scale）――これまでEC
経済では潜在力はあったものの，利用され尽くされてこなかったと指摘
されている――の徹底が推し進められて大規模操業が可能となる。とす
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ればコスト削減が大胆に実現されることになる。むろん，これは個別企
業からみた静態効果であるが，以上の削減に向けて競争圧力（competi-
tive pressure）が動態的に働けばさらに一層のコスト低下が導かれる。
そうなれば内外需要を押し上げる効果が期待される。コスト削減にもと
づく需要創出効果である。
また，コスト削減はインフレなき経済成長（non-inflationary growth）
をもたらすことになるわけで，この面からのメリットもある。スタグフ
レーションの罠にはまったEC経済の場合にはコスト低下効果は待望久
しいものなのである。そのような派生的所産として需要押し上げ効果を
再度強調しておこう。供給サイドの改革が需要創出につながるものと理
解されているからである。いずれにせよ，規模の経済の徹底は競争的成
長市場の陶冶には必要不可欠で企業側のリストラクチュアリング（企業
の再構築）を促進する。EC委員会はこれを供給サイドへの「冷水効果」
（a cold shower［effect］）と表現している。市場統合が供給サイドに
立つ経済学といわれる所以である１６）。
むろん，現代資本主義の競争圧力が規模の経済の徹底だけで済むわけ
がない。かつての高成長期におけるように少品種大量生産体制にはとど
まりえないからである。ここでは「売れるモノづくり」が目指されなけ
ればならない。最高機能製品から低価格量産品まで多様に品揃えする仕
組みが必要となる。とすれば，EC経済でも情報集約的な多品種少量生
産体制と柔軟な製造システム（Flexible Manufacturing System，以下
FMS）が展開されないといけない。ECの需要者が日本製品に飛びつい
たのも日本経済におけるFMSの進捗ゆえのことであった。となれば，
１６）J. Waelbroeck,１９９２: Are the Figures Right？ Reflections of a Thirty Per
Cent Policy Maker, in H. Siebert（ed.）, The Completion of the Internal Market.
Symposium１９８９, Tu¨bingen１９９０, p.２, S. James, Economic policy after１９９２:
introduction, in D. Gowland and S. James（eds.）, Economic Policy after１９９２,
Aldershot・Brookfield USA・Hong Kong・Sydney１９９１, p.１３.
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製品多様化の利益を生かすことも競争上欠かせない。
EC委員会はこの点に関してヨーロッパ的規模での製品範囲の経済
（economies of product range）の実現と言い表している。柔軟な自動
化（Flexible Automation）の時代には微妙な製品の差別化（product dif-
ferentiation）を追求することが複合的な競争下で必須となる。したがっ
て，EC委員会が製品範囲の経済を強調するのも範囲の経済（economies
of scope）と相通ずる。これは需要創出の観点からいっても当然のこと
である。個人であっても企業であっても需要の掘り起こしはEC経済に
限らず現代資本主義の宿命であるが，域内需要者を大規模に日本にもっ
ていかれたEC経済の場合にはヨリ重大である。とくに民間消費がGDP
比６０％を占めるような経済では移ろいやすい消費者のニーズに応えてい
く生産体制づくりが求められる。EC経済の場合にはこの課題が極めて
切実なものとなっているのである。
製品の高付加価値化，高機能化，サービス財化はその端的な現れにほ
かならない。この点を強調することは日本経済が示している強みに対等
に伍していくために不可欠だからである。EC委員会も日本経済の輸入
浸透圧力の強さを指摘している。この事実を直視しないわけにはいかな
い。そのためには規模の経済を生かすのと同時並行的に情報集約的な多
品種少量生産体制を整えていかねばならない。これは特定顧客向けの少
量生産体制に甘んじることとはまったく別の事柄である。そうなると，
自然の流れとしてハイテク部門における比較劣位からの挽回が基礎条件
とならざるをえない。
そこで第３に取り上げられるのがハイテク部門における研究開発の促
進である。ここでEC委員会により強調されているのは動学的ないし習
熟的な規模の経済（dynamic or learning economies of scale）である。
この代表的な製品が半導体であることはいうまでもない。半導体の場合
には累積的な生産量と急激な価格低下は他の製品よりはるかに結びつい
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ているのである。すでにみたように，EC経済では半導体生産はテクノ
ロジー・ドライバー製品の無用な拡散により構造的不振に喘いでいた。
半導体が情報通信技術の核心的な要素であることを再度想起してほしい。
だからこそ，この面での研究開発の促進が目指されているわけで，こ
れは必ずしも基礎研究に限らない。むしろEC経済の場合には基礎研究
の先進性が常に注目されるのに対して応用研究や商品開発に直結する研
究開発での遅れが問題となっていた。この重大な陥穽は乗り越えられね
ばならない。そこでこの点での具体的な克服がEC委員会の基本目標と
なったのである。先行者利益が左右するところでの当初の躓きは確かに
厳しいものがあるが，この壁を越えないと第１の点や第２の点と結びつ
いてこないし，EC経済の明るい展望は開けてこない。
以上のように，第１，第２，第３の点は相互に有機的に関連している。
この連関関係を痛切に認識してEC経済全体の底上げを企図しているの
がEC委員会だといってよい。需要変動の著しい状況のなかだからこそ
３つの点に対する競争優位へのキャッチ・アップないしその確立が要請
される。その意味においてEC委員会が厳しい現状認識を示しているこ
とは明らかである。全体として情報資本主義への転換が方向性として打
ち出されているといってよいが，それは次に言及する『成長，競争力，
雇用白書』において明瞭に提示されている。
『成長，競争力，雇用白書』１７）は『１９９２年の経済学』の続編である。そ
こでは先に述べたように，情報資本主義への舵取りの方向性が明確に
なっているが，新たなEU経済像を切り開く意欲にあふれているのが特
徴である。これは逆にいえば欧州委員会が，現在のEU経済が危機にあ
ると受け止めていることの裏返しの表現にほかならない。この危機に対
１７）ここで参照するのは以下の箇所である。European Commission, Growth, Com-
petitiveness, Employment. The Challenge and Ways forward into the２１st Century ,
White Paper, Brussels１９９４, pp.１４―１５,２２―２９,５４―６５,７１―７３,９４,１０３―１０４.
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処するのに「万能薬はない」（there is no miracle cure）というのが欧
州委員会の基本的な問題認識である。ここではそれに即して３つの点を
挙げて説明をおこなう。
第１に，ネットワーク化である。これにはふたつある。ひとつは交通
とエネルギーのヨーロッパ縦横断ネットワーク（trans-European net-
works）の形成である。該当するのは高速鉄道，自動車道路網の整備，
海運，港湾，空路の整備拡充，電力・ガス網の整備である。EU規模で
の交通とエネルギーに関するネットワークが縦横無尽につながれること
に重心が置かれており，市場統合に棹を差すネットワークが社会資本の
整備面で展開されることを眼目にしている。社会資本の整備ということ
であれば，公共投資としての性格も合わせもっている。すなわち，市場
統合という切り札行使に伴う民間経済メカニズムの活用に加えてEU経
済に有効需要を注入する意図が込められている。EU規模でのスペン
ディング・ポリシーといってよかろう。単一市場の形成を根底から支え
る社会資本の整備がネットワークの形成というかたちをとりながら推し
進められようとしている。
もうひとつ取り上げられるのは情報ネットワーク建設整備計画とマル
チ・メディア網の形成で，この場合には情報ネットワーク化が重点項目
となっている。『１９９２年の経済学』が生産過程のデジタル化への前進の
歩みだと解釈できるとすれば，ここでは情報ネットワークの形成が主張
されているのである。マルチ・メディア網ということでいえば，モノづ
くりだけでなく需要創出の下地としての欲求づくりに向けた意識生産装
置の配置にほかならない。また，企業の国際化にとってもグローバル・
アウトソーシングなどの展開に関して情報ネットワーク化は必須である。
刻々と変わる為替レートの動きはもとより，生産・販売拠点における賃
金や需要の推移，自社製品の売り上げと世界的な市場シェアなどのリア
ルタイムでの情報把握は時代の不可避の要請になっており，情報を瞬時
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に相互交信するネットワーク化は蓄積増進にとって不可欠である。
だからこそ欧州委員会は各国遠距離通信ネットワークの非互換性
（non-interoperability）の克服と情報資源への低コストアクセスを強調
するのである。非互換性が維持されるかぎり，ネットワークはそれ自身
機能不全状態にある。標準化，共通品や共通サービスの実現がネット
ワークの真骨頂である。EU規模での単一市場の潜在能力を最大限生か
すためには共通のネットワーク化は否応なしに追求されねばならない。
非物的財としての情報を蓄積要素としつつ，富の新たな原基形態として
商品化する情報資本主義への転換が欧州委員会により急務とされている
のである。
この白書では日米EUのトリアーデのなかでのEU経済の競争力低下に
加えて東アジアNIESの競争力発揮が強調されているが，１９９３年から
１９９４年にかけてのインターネットの商業的利用とともに始まるアメリカ
経済の再生と白書が出された時期は一致している。この認識が欧州委員
会にあったかどうかは定かではないが，少なくとも生産過程のデジタル
化に加えてネットワーク化が唱えられているのは偶然ではあるまい。あ
るべきEU経済像が構想されているのである。欧州委員会は『１９９２年の
経済学』の後に大して時期を置かず新たなEU経済の課題を中心に据え
たといってよかろう。
第２に指摘されるのは，筆者流の捉え方であるが，社会的生産の周縁
領域における市場経済化と安価なサービス財の発見と開拓である。とく
に環境，健康，メディアがとくに注目される３つの領域とされている。
ここでは関連するモノの生産だけでなく，サービスの分泌もまた同様に
想定されているから，サービス経済化の進展が注目されている。これは
どの資本主義国でも共通のことであるが，資本主義の発展への経路とし
て絶えざる市場経済化がある。これまで見向きもされてこなかった領域
の市場経済化にほかならない。そこでは当然のことながらサービス財の
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発掘が鍵となる。モノの動きを加速する意味でもサービス産業の手厚い
分布は必須である。環境や健康に対するケアサービス，意識生産装置と
してのメディアの重要性がことさら認識されている。そしてそのために
中小規模の企業（small and medium-sized enterprises）の起業率の増
大がもうひとつの眼目となっている。雇用創出力のあるサービス業の展
開が念頭に置かれているのはいうまでもなかろう。EU規模で規模の経
済や範囲の経済を駆使した安価なサービス財の提供が目指されていると
いってよい。
最後に第３に言及されているのは，これも筆者流の読み込みであるが，
インフレなき持続的な雇用創出的成長（the non-inflationary, sustainable,
job-creating growth）の実現である。インフレなき成長は『１９９２年の経
済学』においても主張されていたことであったが，かつてのスタグフ
レーションの決定的構造化が自身の直面した難点として骨の髄まで染み
渡っていることの証しである。雇用創出とは構造的な大量失業問題に苦
悩するEU経済の困難を打開しようとする強烈な意志の表れである。イ
ンフレなき成長という点に照らしてこれまでの議論を押さえれば，蓄積
条件の変動ただならぬ状況に速やかに適応するのが可能であると同時に
コスト要因の節減に結びつくようなネットワーク化はぜひとも必要とさ
れる。供給サイドへの冷水効果にもとづく工程革新を進捗させながら，
ネットワーク化が脇をがっちり固める蓄積体制の構築は現代資本主義の
ありうべき姿であろう。EU経済とて例外ではない。むしろ，EU経済に
特有な困難がかえってそうした蓄積方向の徹底を促しているといってよ
い。
こうして，『１９９２年の経済学』から『成長，競争力，雇用白書』が相
次いで公表されることによって現代資本主義のダイナミズムに欠けてい
たEU経済に発展要素を組み込もうとする基礎条件がようやく整えられ
た。ネットワーク化をも内包する市場統合への経済統合段階への新たな
ヨーロッパ経済統合の履歴（下）
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移行はEU経済にとって待望されたインフレなき成長を実現することで
EC（EU）経済の再復権への途を用意することになろう。世界資本主義
の三極構造の変質――欧州委員会はトリアーデにおけるEU競争力への
侵食（erosion）と呼んでいるが，同時に東アジアNIESの侵食をも繰り
返し強調している点に注意を払う必要があろう――において持続的な不
振に陥っていたEC（EU）経済が過去の一過性の出来事として回想され
るような事態が訪れることに多大な期待がかけられている。市場統合の
論理に内在しているダイナミックな発展要素が重畳的に作用すればEC
（EU）経済が再復権の軌道に乗ることはあながち夢物語ではない。
しかし，２０１０年までの今日の推移を振り返れば，再復権はいまだ夢想
の域にあるといわねばならない。ニュー・エコノミー下でのアメリカ経
済の再生が１９９０年代中葉から世界資本主義の新たな変化となり，環太平
洋経済圏でのトータルリーダーとなるような巻き返しをおこなったアメ
リカ経済への新たな対抗という再屈折要因となることでEU経済の試練
もねじれを伴いつつ，持続することになっている。ヨーロッパ経済統合
の進捗に確かにみるべきものがあるにしても，EU経済に明るい兆しが
みえてこないのも事実である。事柄はいまだ完結していない。ヨーロッ
パ経済統合にとっては愉快な話ではないが，これについては「おわりに」
において再度触れることにしよう。
４ ヨーロッパ経済統合の履歴にみる特質
４．１ ヨーロッパ経済統合の歴史的厚みと制度設計
統合運動［構想］の歴史的厚み
ヨーロッパ経済統合にとって注目されるのは，その制度的開始に至る
までの前史の確実な歩みである。これは言い換えれば，経済統合への強
力な磁場が存在することの現われである。すでに述べたように，ヨー
ロッパ経済統合の場合には非ヨーロッパのアメリカに世界資本主義の基
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軸的地位を実質的に奪われたことがヨーロッパ問題を発生させた。この
ヨーロッパ問題が強力な磁場となって様々な統合運動［構想］を分泌さ
せた。アメリカへの［経済的］対抗がヨーロッパ経済を鋭く貫き，アメ
リカ経済の生産力的高度化とそれに裏打ちされた大衆富裕化にとっての
基礎的条件を手探りで見出す運動［構想］をヨーロッパ内部から胚胎さ
せてきたのである。
カレルギーの汎ヨーロッパ運動にみられるように，不戦共同体の思想
がひとまず前面に出ている場合においてさえ，関税同盟の動きが随伴し
ていた。ヨーロッパ経済の自立化は避けて通ることのできない課題で
あった。ただし，ここにはこの当時の時代性が凝縮されている。国境保
護［調整］措置としての関税があくまで前提認識となっており，共同市
場の大市場を形成するには関税撤廃が第一義とされたのである。そこに
国民国家的枠組みで市場分断の役割を果たすNTBの認識はまだなかっ
た。レジスタンス運動の統合構想においても「合理化された経済を有す
る単一市場」が想定されてはいたが，その前提は国境調整措置としての
関税の処理に重心を置いていた。
このような限界は今日的視点に立てば明瞭に指摘されるが，同時代な
いし第二次大戦後の資本主義の世界経済では認識されるべくもなかった
こととして了解されねばならない。この局面ではかえって関税障壁の撤
廃が経済統合の要へと直接的に投影されていたといってよい。そのかぎ
りではヨーロッパ経済・関税同盟の動きは普遍的性格を帯びており，
ヨーロッパ経済統合への磁場に強烈に吸い寄せられていたと考えられる
から，第二次大戦後制度化される経済統合において基本的なブレもなく
関税同盟が追求されていくことになった。これは経済統合の歴史的厚み
以外の何物でもない。
この点に関連して先に指摘したレジスタンス運動の統合構想もまた，
ヨーロッパ経済統合に厚みを与えているといってよい。ナチス・ドイツ
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の覇権的な剛構造的統合を反面教師として統合構想を洗練していった経
緯が改めて注目されるのである。ナチス・ドイツの覇権的な統合も実は
ヨーロッパ問題の磁場に引き寄せられた統合のグロテスクに屈折した形
態であるが，それを唾棄すべきものとして真正面から対峙し，自発的で
随意的な統合への途を切り開くような動きが第二次大戦期に持続してい
なかったとしたら，ECSCやEECへと連なる経済統合がスムーズに現実
化する可能性はそれほど高くなかったといわねばならないであろう。
それゆえ，ヨーロッパ問題の発生という歴史的にみて強力な磁場が存
在して，汎ヨーロッパ運動，ヨーロッパ経済・関税同盟，レジスタンス
運動の統合構想といった独特の展開をっていった延長線上にヨーロッ
パ経済統合が展望されるに至った事実を軽んじることはできない。なお，
ヨーロッパ統合の理念は歴史とともに古いが，筆者は第一次大戦後の
ヨーロッパ問題の発生を決定的に重視する。この歴史的な重みから判断
すれば，歴史とともに古いヨーロッパ統合理念は参照されるものとして
ないに越したことはないが，前史としては同列に論じられない存在だと
考えるべきであろう。
統合主体［基軸］の明確な存在
ヨーロッパ経済統合において重要視されねばならないのは，１９２０年代
の前史段階から第二次大戦後の本格的開始に至る過程のなかで一貫して
統合主体［基軸］として独仏が存在していた事実である。１９２６年に成立
したIRGもドイツ鉄鋼業の主導性が目立ちながらも，そこにはルシュー
ルの「生産者ヨーロッパ」のカルテル形成への積極的な働きかけがあり，
IRGがECSCの前身形態であると表現されるのは以上の背景があるから
である。そしてここにはレジスタンス運動の統合構想において首尾一貫
して主張されたようなドイツ経済待望論があった。ルシュールの経済統
合論も基本において「繁栄するドイツこそ繁栄するヨーロッパ」という
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認識があり，フランスの主導性だけで経済統合が実現できないといった
問題意識があったのではないだろうか。
第二次大戦後反ドイツ的野心を有するモネ・プランがベネルクス３ヵ
国から大きな反発を受け，フランスの対ドイツ弱体化政策が破綻すると
いった特有の事情があったとはいえ，レジスタンス運動の統合構想では
フランス，ベネルクス３ヵ国にまたがる産業的背骨を生かすような統合
形態が想定されていたのであり，その中心として独仏の歴史的和解が前
提たりえていたといってよい。その時々の歴史的脈絡が十分考慮されね
ばならないとはいえ，一方でドイツ経済を排除する統合構想はありえず，
他方でフランスの意向をも反映するような働きかけがなされるという事
態が基底に流れていることからみて独仏主導の経済統合の前進にほとん
どブレがなかった事実が留意されねばならない。つまり，以上の点から
考えてみると，経済統合にはそれを取り仕切る統合主体［基軸］が据え
られているからこそ可能だという冷厳な現実が確実に横たわっているの
である。
このように，経済統合が自発的で随意的な統合として結実する場合で
もその重心となるべき統合主体［基軸］が存在して初めて安定すること
になる。独仏が主導国となるとすれば，それは大国としての存在感から
導かれることになろうが，ヨーロッパ経済統合においては両者が基軸に
なるとはいえ，その位置関係には相互の棲み分けともいうべき論理が働
いている。すなわち，レジスタンスの統合構想に示されているように，
第１級の重化学工業生産力を有するドイツ経済のヨーロッパ経済に占め
る地位は圧倒的であり，産業基軸国ドイツの経済的プレゼンスは前提と
されている。これに対しフランス経済はドイツ経済の後塵を拝せざるを
えない。そこで政治面から経済統合をリードする政治的プレゼンスを発
揮することになる。
ドイツにはナチス・ドイツの覇権的な統合とその下での蛮行という歴
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史的な負い目があり，政治的に突出するわけにはいかない。そこで独仏
の歴史的な和解のなかで政治的なプレゼンスと経済的プレゼンスの棲み
分けがおこなわれて，統合主体［基軸］としての役割分担がなされるこ
とになったのである。これはドイツをヨーロッパのなかに深く繋ぎ止め
る意味合いからも要請されたことであった。ヨーロッパ経済統合の場合
にはこの統合主体［基軸］間における協調的関係に成功の秘訣があった
といってよい。
統合方式の民主的手続きと巧みな制度設計
ヨーロッパ経済統合を貫いているのは国家連合プラグマティズムであ
る。経済統合といえども，連邦方式を追求するのでないかぎり，国家連
合を介して理念を上から押しつけるのではなく，経験的事実に経験的事
実を重ね合わせて得られる部分的合意を積み上げて最終合意に至るとい
う手続きが採られることになる。そこでは大国のエゴが公然と罷り通る
のではなく，小国にも経済的な実利を与えることが不可避となる。自発
的で民主協調型の経済統合を目指すかぎり，こうした手間は欠かせない。
その点に関連していえば，ヨーロッパ経済統合において地理的にも
ちょうど真ん中に位置している小国ベルギーのブリュッセルに本部が置
かれることになった事実は注目される。本部に設立されたEEC委員会
が立法提案をおこない，閣僚理事会での各国利害の高度な折衝を経る
パッチワーク・プラグマティズムの積み上げにより最終合意を図る方式
である。むろん，全会一致制が採用されているから，時として大国のエ
ゴが発揮される可能性は少なくない。そこで後に特定多数決制へと転換
されることになるが，それにしても高度な政治的判断に立つ国家連合プ
ラグマティズムが大国と小国を織り交ぜて実現されるのが基本となって
いる点に変わりはない。
この合意に対する異議申し立てには欧州司法裁判所の裁定が下される
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からある種の三権分立方式である。欧州司法裁判所はルクセンブルクの
首都ルクセンブルクに置かれている。見事な権力の分散である。本会議
場をフランスのストラスブールに置く欧州議会の影が薄いことは経済統
合以来の懸念事であるが，最近は大分改善されている。いずれにせよ，
経済統合の統治方式として大国と小国の棲み分けが巧みになされており，
小国にも発言力が保証されている。とくにブリュッセルやルクセンブル
クが経済統合の各種手続きにおいて意思決定の中枢になっている点は制
度設計としては優れている。国民国家の枠組みの多様性に配慮した統治
方式が選択されたといってよい。
ただし，多様性といってもそれはGDP規模や人口，言語，文化と
いったものであり，それを考慮してもなおかつヨーロッパ経済統合が均
質な経済圏から成り立っている事実は重要である。当時国家連合プラグ
マティズムは現在よりはるかに容易に展開される余地があったと考えて
よい。巧みな制度設計が特徴だとしても，その枠組みの可能性は当初か
ら高かった。これがこの当時の統治方式の時代性であった。この観点か
らすれば，ヨーロッパ経済統合にとってその分だけ幸運な局面であった
というしかない。
統合形態［発展段階］の進展と後退の紆余曲折
関税同盟の経済統合が１９６０年代末に完成されると，それまで基本的な
ブレなしに進んできた経済統合に足踏みがみられるようになる。これは
EEC経済が世界資本主義の産業的起動力となると同時に世界資本主義
の副軸としてEFTAの経済的停滞を尻目にEEC経済，すなわち，ヨー
ロッパ経済が歴史的復権を果たしたからである。EEC経済の高成長が
その成功の裏書きを与えた。EEC域内貿易が世界最大の貿易ルートと
しての地位を不動のものにしたのもその成功にもうひとつの裏づけをも
たらした。歴史的復権とその証しとしての高成長は関税同盟の経済統合
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に対し自足感を生じさせることになった。
これは当然である。基軸国アメリカに取って代わることがなかったに
しろ，ヨーロッパ問題に相応の決着がつけられたからである。この事実
がなければ，経済統合への自足感など生まれようもない。ヨーロッパ問
題が一段落することで，次の統合段階である市場統合への動きが急速に
鈍くなった。そうしたなかでEC経済は第一次石油危機に直面し，誤っ
た経済政策の運営からスタグフレーションを決定的に構造化させる。
１９７０年代には不況圧力が強く働き，EC各国は不況圧力の回避に全力を
傾注する。経済統合の動きはなお一層停滞した。１９７０年代には経済統合
の自足感から経済統合自身が後退する局面となった。これが経済統合の
紆余曲折である。
ユーロスクレローシス（Eurosclerosis，ヨーロッパ動脈硬化症）とい
われる重篤な経済の硬直化がその帰結であった。１９２０年代と同じくヨー
ロッパの没落意識が広範に醸成されることになった。そこでようやく
ヨーロッパ経済の現状打開の方途が模索され，市場統合への経済統合段
階への移行が現実の日程にのぼることになる。１９８５年の域内市場統合白
書，１９８６・１９８７年の単一欧州議定書の批准・発効の動きがそれである。
EC経済以外の国々もようやくEC経済が本気で市場統合を考えていると
認識するようになった。「ヨーロッパ要塞論」（Fortress Europe）がか
まびすしさを増したのも以上に起因した。EC経済の歴史的な地盤沈下
という経済の断崖があって初めて市場統合への歩みが出てきたのである。
そこでNTBという陰の国境保護［調整］措置がナショナル・チャン
ピオン・メンタリティーを支える背景となっていることが認識された。
すなわち，関税障壁の撤廃からNTBの撤廃への飛躍がなされるのであ
る。すでに述べたように，ここでの経済統合の対抗軸は成長性著しい日
本経済と東アジアNIESである。経済統合の歴史的位相が微妙に屈折し
てくる。今日まで持続する東アジア経済の発展がこの時定着する――日
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本経済はバブル崩壊後「失われた１０年」に沈むことになるが――。この
東アジア経済の発展が中国経済の動向をも含めてアメリカ経済と結びつ
くのは１９９０年代中葉以降である。『成長，競争力，雇用白書』において
も再三にわたり東アジアNIESの脅威が強調されていた。したがって，
この基本構図が市場統合を強く促したことは疑いない。
統合範囲の絶えざる拡大とミニ・グローバリゼーション
ヨーロッパ経済統合で取り上げられねばならないのは，地理的範囲の
絶えざる拡大が進行し，「どこまでがヨーロッパなのか」という問いか
けを呼び起こすほどにEC（EU）経済のミニ・グローバリゼーションが
展開している事実である。もともとレジスタンス運動の統合構想では小
ヨーロッパ経済統合の萌芽がみられたものの，統合の地理的範囲として
想定されていたのはEECとEFTAを合わせた，ちょうど１９９０年代中葉の
EU経済に匹敵する大ヨーロッパであった。マーシャル・プランの構想
もこれと重なり合い，大西ヨーロッパ統合を推進する内容であった。そ
れが現実には６ヵ国のECSC,EECへと結果したのである。
その構図が崩れて現在のEU経済の姿に接近してくるのは，１９７３年に
おけるイギリス，デンマーク，アイルランド加盟の第１次拡大，１９８１年
のギリシア加盟の第２次拡大，１９８６年のスペイン，ポルトガル加盟の第
３次拡大，１９９５年のスウェーデン，オーストリア，フィンランド加盟の
第４次拡大であった。その後２００４年にキプロス，マルタ，旧東欧社会主
義国８ヵ国加盟の第５次拡大，２００７年のルーマニア，ブルガリア加盟の
第６次拡大へとつながって加盟２７ヵ国となっているのは周知のことであ
ろう。このように，EU経済はとどまることなく地理的範囲を押し広げ
てグローバリゼーション進行のなかでみずからミニ・グローバリゼー
ションを実現してきた。そして，なおその途上にある。
途上にあるというのは，マケドニア，モンテネグロ，セルビア，クロ
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アチア，トルコといった国々の加盟問題が控えているからである。現在
下火になってはいるものの，ウクライナも一時EU加盟を唱えていた。
このように，ミニ・グローバリゼーションが著しく進捗して，EU経済
の政治的・経済的影響力が確実に広がっているのが現実である。その意
味ではヨーロッパ経済統合はEEC経済，EC経済，EU経済へと変身する
度に一種の拡大進化を遂げていることになる。
すなわち，人口で５億人，GDPでアメリカを４０％弱も上回る規模を
誇る巨大な経済統合体へと絶えざる進化の途をってきたのである。と
くに東欧社会主義体制の自壊の後市場経済化の途を歩んでいくことに
なった国々はEU加盟を制度的支柱として経済再生を図るしかなく，EU
経済は改宗したこれらの国々をみずからの資本主義世界に包摂するに
至った。巨大な経済統合体への途を歩む過程において均質な経済圏から
不均質な経済圏へと変化し――ただし，スウェーデン，オーストリア，
フィンランド加盟はそのかぎりではない――，この新たな資本主義世界
への包摂により一段と不均質な経済圏が出来上がることになっている。
EU経済は結局，「統合の敷居」を高めることに消極的だったといえよう。
統合の歴史的位相［求心力］の変化と経済的苦境
ここでの議論はで取り上げた統合の磁場の存在と関わることである
が，経済的問題状況という観点から統合の求心力を説明していきたい。
１９２０年代のヨーロッパ経済は構造的停滞にあった。観光ブームに沸く
フランスのような国もあったが，産業合理化ブームが２年間の短命でし
かなかったドイツ経済の不振やイギリス経済の慢性的不況にみるように
繁栄のための基礎的条件が整備されず，停滞構図をついに脱却できな
かったのがこの当時のヨーロッパ経済であった。第二次大戦後に「経済
の奇跡」といわれる異例な高成長を持続させた西ドイツ経済から窺われ
るように，持続的な成長要因に欠けていたのが事態の真因であった。こ
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の構造的停滞が独特のヨーロッパ没落意識と重なってアメリカとの生産
力格差からヨーロッパ経済統合を衝き動かす求心力となった。この求心
力とはで述べた統合の磁場と同義である。
世界資本主義の基軸的地位から滑り落ちたヨーロッパ経済がその失地
回復に向けてその兆しさえ展開しえなかった経済的苦境が統合の求心力
となったのである。それは裏返していえば，アメリカへの［経済的］対
抗ということになるわけである。この経済的苦境がナチズム［ファシズ
ム］を台頭させ，統合の屈折をみるのもこの求心力が歴史的にねじれて
作用したものにほかならない。第二次大戦後はマーシャル・プランの資
金的テコ入れもあって戦後復興軌道が定まってくるにつれてECSCへの
動きもあり，復興軌道から成長軌道に移り変わっていく。そして繰り返
し述べたように，EECの経済統合の下で高成長が実現する。それが
EEC経済の世界資本主義の副軸としての復権であったことはいうまで
もない。この当時EEC経済は経済的苦境からは程遠かった。順調な歩
みが続く２０年であったといってよい。
その後第一次石油危機を境に再び経済的苦境がEEC経済を見舞う。
世界資本主義の最もクリティカルな不況に対する対応が後手に回ったか
らである。産業構造の転換に決定的に立ち遅れるという意味では１９２０年
代の構造的停滞よりははるかに深刻であった。スタグフレーションの決
定的構造化が産業調整の失敗の因となり，果となった。この当時，EC
市場を席捲したのが日本製品であり，東アジアNIES製品であった。か
つて非ヨーロッパのアメリカ経済の台頭が統合の求心力であったが，こ
の度は非ヨーロッパの東アジア経済の台頭である。ヨーロッパの没落意
識と悲観的見通しがEC（EU）経済を覆うようになった。EC［欧州］
委員会の危機意識もその意味では差し迫ったものであった。
統合の求心力がこの新たな変化に促されて市場統合という切り札を登
場させる。その実相についてはこれまで繰り返し論じてきたのでここで
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はもはや触れない。しかし，ヨーロッパ経済の苦境が統合の求心力を高
めるように作用し，石油危機以後に求心力の中身に変容がある点に注意
を喚起しておきたい。アメリカ経済の再生とともにその中身の変容に再
屈折が生じてかつての対抗軸への先祖返りをもたらすことになるが，そ
れは後の問題となる。市場統合の切り札請求についてはEC（EU）経済
の危機がもたらした真因から目をそむけるわけにはいかない。『成長，
競争力，雇用白書』にみる欧州委員会の現状認識を想起すれば十分であ
ろう。
４．２ ヨーロッパ経済統合の独自な発展軌跡
ヨーロッパ経済統合についての議論はおおよそ終わったが，ここでは
締めくくりとして幾つかの点に関して独自な発展軌跡を整理してみたい。
まず第１に挙げられるのは，地域統合が実態的基礎を随伴して進展す
るという世界的にも異例で独自な軌跡を描いたという事実である。関税
同盟構想から部門別経済統合，関税同盟の経済統合を経て市場統合［通
貨統合］へと至る経済統合の段階移行がそれである。マーストリヒト条
約の批准により共通経済政策の策定・実施もすでに射程に入っている。
市場統合はその意味で経済同盟をも含んで経済統合を進捗させているの
である。経済統合がひとつの段階にとどまらずに深化を遂げてきたとい
う点でヨーロッパの地域統合は極めてユニークな事例である。したがっ
て，この事実だけでも十分に独自な発展軌跡をってきたといわなけれ
ばならない。
確かに現在，グローバリゼーションの進行とともに地域統合が多数出
来上がるという具合にリージョナリズムの展開がみられるが，FTAと
いう流れが支配的でその段階を越える統合体はなく，またそれに向けて
深まる気配もない。地域統合全盛という時代にあってなおこのような特
質が窺える。むしろ，FTAやEPAの進展が注目されているところであ
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る。とすれば，なおさらヨーロッパ経済統合の経済統合としての「異彩
性」ないし「孤高性」が際立つのではないであろうか。これが第２に指
摘される点である。これはすなわち，ヨーロッパ経済統合が世界的にみ
て異例で孤高性を帯びている意味合いにおいて非グローバル・スタン
ダードとしての存在感を示していることの証しであろう。
現在，FTAはグローバル・スタンダードとしての途を歩んでいるが，
経済統合の水位からいえばヨーロッパ経済統合ははるかにかけ離れた存
在であるといって差し支えない。この点で非グローバル・スタンダード
と位置づけて間違いないであろう。FTAのグローバル・スタンダード
と比較すれば，この規定は一目瞭然である。このような根本的相違に着
目することなしにヨーロッパ経済統合を理解することはおよそ困難であ
る。それはひとえにヨーロッパ経済統合がみずからの原点としてヨー
ロッパ問題に回帰しうるような歴史的規定性を有しているからにほかな
らない。
ヨーロッパ問題が統合の磁場となって時に自足し，時にその歴史的位
相を屈折させながら全体としてヨーロッパ経済統合を深部のところで衝
き動かしてきたといってよい。これはデントの発言を俟つまでもない。
とすれば，非グローバル・スタンダードとしてのヨーロッパ経済統合も
また，その独自な発展軌跡を象徴するものと考えて誤りではなかろう。
ややもすると，ヨーロッパ経済統合は世界的なリージョナリズムの模範
教師としての役割を持たされがちだが，「異彩性」や「孤高性」を正当
に評価しなくてはならない。
現在流行のFTAがヨーロッパ経済統合のような深みへと自己進化を
遂げると把握するのであれば，それはヨーロッパ経済統合の進展に強く
引きずられた見解であり，根拠の薄いものといわなければなるまい。
ヨーロッパ問題に起因する歴史的規定性を根源にもつことこそヨーロッ
パ経済統合の一大特質であるが，これは他のリージョナリズムにはおよ
ヨーロッパ経済統合の履歴（下）
１３８ （３０４）
そ欠けているといわざるをえない。ともあれ，グローバル・スタンダー
ドとしてヨーロッパ経済統合を扱うとすれば，それは間違いなくミス
リーディングとなる。この点は強調されてもされすぎることはない重要
な論点である。
第３に注目されるのは，ヨーロッパ経済統合のプロセスのなかでナ
ショナリズムの拡散と収斂の二面性を孕むリージョナリズムが展開して
いる事実である。これはまず統合主体［基軸］をなしている独仏にあて
はまる。第二次大戦後西ドイツでは極力ナショナリズムを拡散していく
方向性が選択された。これに対しフランスはナショナリズム［フランス
至上主義］を「ヨーロッパ・アイデンティティ」にまで昇華させつつ，
強力に反アメリカ的スタンスを追求した。西ドイツとフランスの対照的
な姿が鮮明であった。ナチス・ドイツの下でフェルキッシュなナショナ
リズムが極限まで展開された歴史的自省に立って政治的なナショナリズ
ムを国民から取り除き，ナショナリズムの有名無実化が目指された。
むろん，政治的ナショナリズムとは無縁に「マルク・ナショナリズム」
ともいうべき経済的ナショナリズムは是認された。西ドイツ経済の繁栄
を象徴する強いドイツ・マルクへの信認はボン民主主義の国民への浸
透・定着を支え，ワイマル民主主義の悲劇を再現させないために必須な
要素であった。ボン民主主義が秩序回帰力を有するためにナショナリズ
ムの経済面への限定づけが模索された。政治的ナショナリズムとはこの
場合，支配―被支配の権力関係を内包させている意味であり，ドイツに
おいては歴史的にフェルキッシュな相貌をまとって繰り返し登場してき
たものである。その払拭が意図された。こうした西ドイツによるナショ
ナリズムの希釈化はナチス・ドイツという歴史的負い目からであるが，
そうした歴史的負い目のないフランスの場合には反アメリカのナショナ
リズムがド・ゴール体制の下で最も熾烈に追い求められた。ここでは政
治的ナショナリズムと経済的ナショナリズムは一体化している。ド・
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ゴールの反ドル・キャンペーンが代表的な事例である。
ヨーロッパ経済統合がアメリカへの対抗を求心力にしていることから，
フランスのナショナリズムは経済統合と合体する。フランスは経済統合
の追求という錦の御旗の下で公然と反アメリカへの政治的スタンスを表
明することができた。もはやフランス一国だけのナショナリズムに限定
されないからである。１９６０年代のドル不安のなかで基軸通貨ドル失格論
がフランスから正面だって主張される根拠はここにある。フランス至上
主義を覆い隠しながら，ヨーロッパ経済統合の進展に名を借りて反ド
ル・キャンペーンが展開された。フランス経済の自立性ではなく，ヨー
ロッパ経済の自立性というわけである。ヨーロッパ経済統合がナショナ
リズムを対アメリカに収斂させている。フランスにとって自国ナショナ
リズムをトランスナショナルなナショナリズムに置き換えているのが強
みである。独仏の統合主体［基軸］の先に述べた棲み分けがナショナリ
ズムの展開にも決定的な影響をおよぼしたとみなしてよい。
ナショナリズムの拡散という点でいえば，加盟各国内部で生じている
地域主義的な運動が西ドイツとは別の意味で代表的な事例となる。こう
した地域主義的運動は経済的背景を有して展開されていることが多い。
それらを挙げれば，フランスのブルターニュ，オクシタニー，コルシカ，
スペインのバスク，カタルーニャ，イギリスのスコットランド，ウェー
ルズ，北アイルランド，ベルギーのフランドル，ワロニーでの地域主義
的運動である。これらの地域主義的運動は地域が属する国家のナショナ
リズムには必ずしも同調せず，かえってヨーロッパ経済統合の有する
リージョナリズムに期待を寄せる。ここでは地域住民のアイデンティ
ティが国民国家の枠組みに留め置かれることに反発し，経済的ヨーロッ
パなるものへ収斂する傾向をみせる。経済統合が地域主義的運動に新た
な展望を切り開くように作用しているといえる。地域開発資金充当への
期待感もこのかぎりで大きい。経済統合の影響といっても経済領域に限
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るものではなく，その影響は視野を広げて考えられる必要がある。ナ
ショナリズムの拡散は国民国家の枠組みの除去を前提としても生じてい
る。
第４に言及されるのは，市場統合から通貨統合への動きが急速だった
事実である。ヨーロッパ経済統合において市場統合が難産であったこと
を考えれば，市場統合から通貨統合までの期間はたったの６年というス
ピードであった。スネーク制度や欧州通貨制度（European Monetary
System）下での前史があるとはいえ，６年しか要しなかったことは驚
くに値する。この僅かの間に通貨統合参加国は自国通貨の消滅に賛同し
たからである。そこに逡巡がなかったとはいえまいが，それを乗り越え
て単一市場の文字どおりの完成が追求された。むろん，市場統合から通
貨統合への流れは自然である。ひとつの市場はひとつの通貨を要請せず
にはいないからである。市場統合と通貨統合をワン・セットにする新た
なヨーロピアナイゼーションはその要請が短時日のうちに実現したもの
として経済統合の極限形態を指し示している。それは単一市場を実質化
させる意味合いにおいて登場してきた。
ここには１９９０年代中葉以降のアメリカ経済の再生というEU経済に
とって重い現実が横たわっている。再生なったアメリカ経済への対抗と
いう要素が生まれたことで市場統合の通貨面からの完成が急務となった
からにほかならない。市場統合が不可避的に通貨統合を分泌させるとは
いっても，マーストリヒト条約批准からたったの６年でのユーロ決済に
至る経緯はこの新たな経済統合の歴史的位相の出現を度外視しては考え
られない。むろんここにドルに取って代わる国際通貨ユーロの創出とい
う野心はないといってよい。学問世界では威勢のよい言い方で基軸通貨
交代論や複数基軸通貨制を説く者が後を絶たないが，再生を果たしたア
メリカ経済に対する先端技術の比較劣位の深刻さを十分に認識している
EU経済からすれば，これは根拠のないことだとみなして差し支えなか
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ろう。
つまり，経済統合が極限形態を迎えることになったのはEU経済のプ
レゼンスを新対米キャッチ・アップのかたちで高めるという受動性にあ
る。この受動性を積極性に取り違える議論が折りにふれてみられるが，
それは誤った理解である。このような通貨統合が抱える制約を十分勘案
するということであれば，極限形態にまで到達した経済統合の地点に正
当な評価を与えることができよう。これはこれで経済統合の独自な発展
軌跡の重要な一角をかたちづくっているものとみなしうるからである。
市場統合と通貨統合をワン・セットとする経済統合の深化は世界資本
主義におけるEU経済の脆弱な位置関係を好転させるために不可欠とさ
れた。それはアメリカをトータルリーダーとするような環太平洋経済圏
の成長性に対抗していくことにねらいを置いている。対抗軸が鮮明であ
るだけに深化がみられた。他面，EU経済はみずからミニ・グローバリ
ゼーションを進捗させて地理的範囲を拡大し，横へと拡張を進めてきた。
そこに経済的根拠はない。経済のバルカン化への先祖返りに起因する
ヨーロッパの政治的不安定性を取り除くべくEU加盟を制度的支柱とし
て市場経済化の経済再生を目指す旧社会主義国に対する「統合の敷居」
を大幅に低めたのが最大の理由である。EU経済はアジア経済と比較す
れば「相対的な均質性」を有しているとはいえるが，これらの国々と旧
EU１５ヵ国との間の一人あたりGDPを考えると，２対５の格差がある。
すなわち，経済統合の深化には統合の磁場ないし求心力といった要因が
働いているが，拡大EUにはそれがない。
むしろ，EU経済の弱体化をもたらしかねない危険性がここにはある。
したがって，深化と拡大には相容れないジレンマが存在する。拡大EU
は東欧社会主義体制の自壊の産物であり，EU経済が直面する国際的な
比較劣位の挽回に資するところはほとんどないとみてよい。一見すると
拡大EUには人口１億人増から窺える経済的メリットが大きいようにみ
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えるが，市場拡大効果はさほど見込めない。市場経済化の進展に濃淡の
差がありすぎるからである。どちらかといえば，地域開発資金の充当の
必要性といった重荷がかけられている。とまれ，このような巨大なジレ
ンマを抱え込まざるをえなかった事実もまた，経済統合が内包するに
至った第５の独自な発展軌跡を示すものといってよい。
最後に市場統合と通貨統合により経済統合が極限形態を迎えたことか
ら判断すると，政治統合への局面へと屈曲せざるをえない点が指摘され
る。EU大統領に匹敵する欧州理事会常任議長やEU外相（外務・安全保
障上級代表）の導入はそうした政治統合への屈曲を端的に物語るもので
ある。EU経済は国家連合の枠組みを維持しながら，「ひとつのヨーロッ
パ」に向けた独特の政治体制を分泌しつつある。連邦制ではもちろんあ
りえないが，さりとて単純なる国家連合にもとどまりえないというユ
ニークな統治方式が模索されている。これはヨーロッパ経済統合の長い
履歴のなかでの独自な発展軌跡の延長線上に導かれたといってよい。経
済統合の独自な発展軌跡がこれまで経験したことがないような政治体制
につながろうとしている。ここでも独自な発展軌跡という経路の存在が
着目されるのである。
おわりに
これまでヨーロッパ経済統合の履歴を説明してきた。ヨーロッパ経済
統合の歴史的厚みとそれにもとづく独自な発展軌跡についておおよその
輪郭が与えられたと考えられる。この厚みに匹敵する経済統合体は今日
容易に展望されない。ヨーロッパ統合の社会的側面や文化的側面を重視
する社会学，国際関係論を専門とする研究者からすれば，わが国の統合
研究がとかく経済統合に光をあてがちだということになるが，これまで
の議論を踏まえるとヨーロッパ経済統合が焦点問題化したとしても無理
のないことが理解されるはずである。何よりもまず経済統合が歴史的に
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先行していた。これがヨーロッパ統合の現実である。
そして経済統合がなぜ先行せずにはいられなかったかについても明ら
かにしてきた。ヨーロッパ統合の理念はすでに述べたように，歴史とと
もに古いが，それらを第一次大戦後におけるヨーロッパ問題の発生以降
の統合運動［構想］と同列に扱うわけにはいかない。確かに歴史ととも
に古い統合理念にもヨーロッパ中心思考が強く投影されているといって
よく，このかぎりではヨーロッパ問題の発生と共通することがある。し
かし，近代資本主義の発展のなかでイギリス主導の世界編成（パクス・
ブリタニカ）がなされ，その全盛期に機関車国ドイツが台頭するといっ
た経緯にみられるように，ヨーロッパ経済が変容のプロセスを描きなが
ら世界資本主義の基軸的地位を保持してきた。この基本構図に地殻変動
が生じたのが第一次大戦である。
パクス・ブリタニカに挑戦するドイツ問題の政治的・軍事的再編によ
る解決としての第一次大戦の結果，イギリス経済の疲弊とさらなる斜陽
化，ドイツ経済の劇的縮小というかたちで決着がついた反面，非ヨー
ロッパのアメリカ経済が実質的に世界資本主義の基軸的地位を占めると
いう皮肉な結末がもたらされた。世界資本主義の変容のなかで最もパラ
ドックス的な事態が生じたのである。ヨーロッパ経済が世界資本主義の
基軸的地位を占めてきたという中心思考とかけ離れて非ヨーロッパのア
メリカ経済が高度な重化学工業化を達成し，大衆富裕化社会を先駆的に
実現した。ヨーロッパ経済とアメリカ経済の生産力格差，技術格差，所
得格差が鋭く意識されざるをえない歴史的局面が現出した。
ヨーロッパ経済がこうした状況から反転して歴史的復権を果たすとい
うヨーロッパ問題が発生したことはこれまで繰り返し指摘したとおりで
ある。ここで強調されねばならないのは，統合において経済統合が最も
容易な領域であったから先行したのではなく，ヨーロッパ問題の発生が
強力な磁場となって必然的に経済統合を分泌させたという事実である。
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ヨーロッパ統合の履歴から判断して経済統合は自然な流れであったとい
うしかない。もちろん，それはテクニカルなレベルの話ではない。統合
の歴史的位相がアメリカ経済への対抗にあったからである。そうなれ
ば，１９２０年代，それもとりわけて前半におけるアメリカ経済の繁栄が意
識されずにはおかない。そこで浮かびあがってくるのが量産規模を発揮
しうる大市場の存在という厳然たる事実であった。このことがヨーロッ
パ側で自覚された際に克服すべき課題となったのがヨーロッパ経済のバ
ルカン化であり，バルカン化をもたらしている国境保護措置としての関
税であった。
関税の撤廃を目指す関税同盟の動きはその意味で当然の成り行きで
あった。域内貿易の自由化を伴う「共同市場」の形成が基本的主張にな
るのである。ヨーロッパ経済・関税同盟の発足はそうした主張を裏づけ
るが，この当時成立したIRGもその背景には西ヨーロッパ域内取引の拡
大という事情があった。これ以降，レジスタンス運動の統合構想を経て
関税同盟の経済統合が基本的にブレなく追求されていく。アメリカ経済
への対抗が経済統合の求心力をなしている以上，関税同盟による「共同
市場」の実現は疑問の余地のないものであった。アメリカ的な生産力を
自国蓄積基盤に取り込む際に受け皿としての「共同市場」は必須だった
からである。本稿においてECSCが戦後復興の確定に向けた緊急避難的
措置であったとするのに対し，EECが全般的な経済統合により重要な
位置づけを与えられたのはこのせいである。
つまり，ヨーロッパ側には経済統合を突き進む以外に選択肢はなかっ
たといわなければならない。経済成長の基礎条件を整えることがまず問
われたわけである。この基礎条件が整わなかったばかりに最も民主主義
的といわれた１９２０年代のワイマル民主主義がナチス・ドイツの強権的な
再編への暗転を被るという歴史的な体験は共有されていよう。そして，
それがナチス・ドイツの覇権的で非随意的な統合という統合の屈折を導
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いていったのも歴史の抗えない事実である。社会的ヨーロッパや文化的
ヨーロッパを重視する論者にはこうした歴史的史実が十分に押さえられ
ていないきらいがある。そこでは往々にして選択肢としての容易さや簡
便さから経済統合が先行したとの議論が引き出されることになっている。
これまでの説明から理解されるように，それは誤解であるというしかな
い。
とまれ，EECの全般的な経済統合は関税同盟の漸次的形成を図りつ
つ，その完成への道のりを進んでいく。そこでの経済的成功は爆発的な
ものであった。輸出入の域内貿易は鋭角的に拡大し，EEC加盟国の工
業化と貿易の増大という好循環が形成された。とりわけ産業基軸国西ド
イツと開放経済体制に移行したフランスとの貿易関係の深まりは瞠目す
べき内容であった。独仏主導の経済統合に実質的内容が与えられたと
いってよい。また，西ドイツと同じく開放経済体制に移行したイタリア
とのさらに密なる貿易関係の拡がりも大きかった。EEC経済は高成長
局面を迎え，１９６０年代の前半には明瞭に世界資本主義の副軸としての復
権を果たす。ナチス・ドイツへの暗転をみたドイツと違い，西ドイツで
は成長神話ともいうべき経済の信頼性が国民に広く行き渡り，「ブーム
民主主義」と形容されるように，ボン民主主義が定着していった。この
点からいっても経済統合は成功を収めたのである。経済統合の選択に間
違いがなかった証しであろう。
しかしヨーロッパ経済統合の履歴からいうと，この成功体験がその進
展に対する阻害要因となることで一種の空白状態が生まれる。行論にお
いて経済統合の冬眠期と表現した所以である。また，それに続く時期は
EC経済の高成長が終焉をみた。すなわち，第一次石油危機の打撃を直
接に被り，賃金と物価のスパイラルが容易に断ち切れぬインフレーショ
ナル・クライシスに沈んでいく時期だったのである。歴史的復権から地
盤沈下へのあっという間の暗転にほかならない。それを如実に示したの
ヨーロッパ経済統合の履歴（下）
１４６ （３１２）
が，産業構造調整の失敗であり，マイクロエレクトロニクス技術革新の
取り込みの立ち遅れであった。日米欧の三極構造が変質し，EC経済は
ひとり取り残されていくような深刻な経済苦境に見舞われる。日本経済
の台頭や東アジアNIESの躍進がその裏返しの出来事であった。非ヨー
ロッパのアジア経済の後塵を拝するという新たな事態が出現したわけで
ある。
それにより新たに成長と競争力に向けた打開戦略が余儀なくされる。
EC経済全体をユーロペシミズムが覆うなかでその暗雲を取り払うため
に再度経済統合が模索されるに至る。市場統合がその切り札であるが，
そこで問われているのは経済統合である。EC経済がスタグフレーショ
ンの決定的構造化の下で混迷の度を極めている以上，これは当然のこと
であった。経済統合ばかりが注目を浴びるという批判はあたらない。
EC経済を競争的成長市場に変えていくためにも文字どおり共同市場（単
一市場）の完成は避けては通れない。空白状態にとどまっているわけに
はいかない状況であった。それはたとえば，１９８０年代前半に露呈される
構造的な大量失業問題ひとつ取り上げてみてもそうである。労働力吸収
的な経済拡張を実現するためにはどのような処方箋が有効たりえるのか。
世界最大規模の市場を実現するという土産をつけながらEC経済に競争
圧力を与えるという以外に選択肢はなかった。そこで供給サイドの経済
学として市場統合というシナリオが登場してくるのである。
EC経済はこうして市場統合という高次の経済統合に舵を取った。た
だ，この時の市場統合の歴史的位相は日本経済や東アジアNIESに対す
る対抗であった。アメリカ経済の再生という要因はまだない。これが具
体化してくるのは１９９０年代中葉以降である。アメリカ経済が中国を含む
東アジア経済と結びつくことで世界的なハイテク戦略を展開し，マクロ
的にスケールの大きな需要をつかみ取ることに成功した。これが
「ニュー・エコノミー」の正体である。EU経済はここにおいて非ヨー
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ロッパのアジア経済と再生なった非ヨーロッパのアメリカ経済の双方へ
の対抗という問題局面に着することになった。それゆえ，単一市場の
完成が急務とならざるをえない。単一市場の完成に実質的な内容を与え
るのは通貨統合以外にない。非関税障壁のほとんどが撤廃されても各国
国民通貨が並存していては単一市場としての体裁はとりえない。
通貨統合が市場統合後僅か６年で実現したのはこのせいである。市場
統合と通貨統合をワン・セットにしながら新たな成長戦略を採る以外に
ハイテク部門の深刻な比較劣位を挽回する途は切り開かれない。巷では
超国家通貨ユーロの壮大な歴史的実験が開始されたとの見方が一般的だ
が，EU経済には実際にその余裕はない。２０００年代に入って実現した拡
大EUの問題と合わせ，ユーロの強さに結びつくような発展要素に欠け
ているのが実態だからである。とはいえ，ヨーロッパ経済統合は市場統
合と通貨統合をワン・セットにする極限形態にり着いた。その意味で
ヨーロッパ経済統合はやはり異彩を放っているといえよう。
ただ，極限形態であるとすれば出しうる切り札はすべて行使したこと
になる。それではEU経済の現状はどうなのか。残念ながらその成果が
出ているとは言い難い。市場統合から２０年弱，通貨統合から１０年を経て
も成長回帰への設計図が描けずにいる。１９８０年代の日本経済，１９９０年代
のアメリカ経済に続いて２０００年代のヨーロッパ経済と喧伝されてきた。
期待は完全に裏切られた格好である。ここら辺で改めてなぜそうした現
状に甘んじているかを再検討する必要がある。冴えない結論であるが，
地道な検証作業の時であろう。
（２０１１年６月７日受理）
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Summary
The History of European Economic Integration――Part Two
Hiroyuki FURUUCHI
European Community（EC）economy was adversely affected by the
first oil crisis. Following wage explosion in the early１９７０s, energy
cost extraordinarily arose. This consequence was１９７４／７５worldwide
recession. The inflationary crisis and stagflation became the general
phenomena in the capitalist world. Particularly, EC economy appar-
ently worsened due to wage-price spiral. EC economy could not elasti-
cally absorb the rapid rise of production costs in supply side. The new
technological innovation eminently slowed down in contrast to Japa-
nese economy. Europessimism prevailed and import penetration pres-
sure strengthened. The comparative disadvantage in high-tech sectors
and the risk of de-industrialization came to be evident. Therefore, in
order to this trap, single market initiative is proposed. The transition
to the higher economic integration becomes real because of the re-
peated historical decline of European economy. The１９９２market inte-
gration is implemented. One market inevitably needs‘one money’.
This is the １９９９ monetary integration. The economic integration
reaches its extreme form.
Summary
１７６ （３４２）
